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日本教膏行政学会第45回大会報告

日本教育行政学会の第羽田大会が201O(平成

22)年10月 1B (金)から 3日(B )の臼程で，筑

波大学筑波キャンパスにおいて開催された。大

会3B関を通じて受付で確認した参加者数は253

名(公開シンポジウムを徐く)であった。

日本教育行政学会は，会則第 2条にも示すよ

うに， r教育行政学の研究に強い関心を有する者

をもって組織し，学問の自由と研究体制の民主

化を尊重し，国内的， 00際的な連絡と協力をは

かり，教育行政学の発達と普及に寄与することJ

を目的とする学術団体であり，会員数は約500

名である o 1966 (昭和41)年に第 l回の大会を北

海道大学で開いている O 学会年報は， 1975 (昭

和50)年に第 l号が発行されており，最新号は

2010年10月刊行の第36号である O

第 l呂田に行われた全国理事会(教育学系大

会議室)には， L1J間信博学長のご挨拶もいただ

くことカfできた。

今大会では 2日と 3日の両日に， 49件(辞退

l件)の自由研究発表(第 I会場~第XII会場)

が行われたD

公開シンポジウム(参加者約170人)では，

大会校による企画として， r学校評価システムに

おける教育委員会の役割を検証するJと題し，

茨城県取手市教育委員会，東京都杉並区教育委

員会による学校評価をめぐる取り組みを軸に，

小松郁夫会員(玉川大学)による総括的な議論，

指定討論者として登壇いただいた勝野正章会員

(東京大学)による論点の提示を受けて，登壇者

間でのデイスカッションが展開された。自由な

質疑を受ける時間的ゆとりがなかったものの，

各地の具体的な実践などもフロアから紹介され，

企画の趣旨は十分果たせたのではないかと考え

るO

懇親会は第 2エリアの食堂で関かれ，準備委

員会の当初の予想、を上回る約150名の参加者が

あったが，少なくとも料理がすぐになくなると

いう事態は避けられ，和やかな雰囲気のli:Jで会

員間の親睦を深めることができた。懇親会では，

田中統治教育学系長にご挨拶をいただくことが

できた。

最終日の課題研究は研究推進委員会の取り組

んできた 3年間の継続的な課題を中心にテーマ

が設定され， r教育行政改革のインパクト J(課

題研究 1)， rこども-若者の貧器と教育行政の

課題J(課題研究II)として，それぞれ他学会の

気鋭の研究者に参加していただき，熱心な議論

が展開された。

今大会では，本学所属の会員である教員が7

名いるため，春ーから準備委員会を立ち上げて取

り組み，非常にチームワークがよく，組織的に

取り組めたこと，学生スタッフも教育行政学研

究室を中心に，学校経営学，教育制度学の間研

究室に所属する大学院生による献身的なサポー

トは大会成功の最大の要因であった。

また，教育学系との共催としていただいたこ

とをはじめ，関連組織の FD活動にも位置づけ

ていただいたため，大会当日には，多くの教育

学関連の教員や大学院生，さらには学類学生の

参加も得られたことに対し，準備委員会として

感謝の意を表するものである。

(文賞:大会準備委員長 窪田奨二)

日本社会科教育学会第60回全居研究大会(筑波大会)

日本社会科教育学会の全国研究大会が，教育

学系との共催で，平成22年11月13日(土)と14日

(日)の二日間にわたり，筑波大学第二エリアで

開催された。参会者は550名余り，学内はもと

より，全国より多くの方々にご参会いただき，

盛会の内に幕を閉じた。

年一回開催される全菌研究大会では，その時

の社会科教育研究において議論の焦点となって

いることが，大会テーマとなる D 今回の大会テ



ーマは， r持続可能な社会の形成のために社会科

は何ができるかjであった。このテーマの下に

実施されるシンポジウム(1日呂/午後)を中

心として，その周りに自由研究発表(1 El呂/

午前， 2日目/午前)と課題研究発表(2日

自/午後)を組織しながら，大会プログラムは

構成された。

シンポジウムでは 井田仁廉氏(筑波大学)

と佐長健司氏(佐賀大学)の司会の下，四名の

報告者(志村喬氏・上越教育大学/中尾敏朗

氏-国立教育政策研究所/藤原孝章氏・同志社

女子大学/佐藤孔美氏-お茶の水女子大学附属

小学校)に提案をしていただき，持続可龍な開

発のための教育 (ESD) との関連より，これか

らの社会科はどのように変革されるべきかが議

論された O 会場となった 2H 101講義室には立

ち見が出るほどの盛況で フロアからの意見も

交え， 3 r時間余り，活発な議論が展開された。

また，自由研究発表は，二日間合計で106本

の発表がなされた。分科会の数も合計で22分科

会と，例年以上の数を設けるに至った。具体的

な内容では，小学校では平成23年の 4月より，

その後，中学校・高等学校と順次スタートする

ことになる，新教育課程と関連した発表が呂立

った。例えば，宗教の教材イヒ，評価問題，法教

育などが，それに該当する O この傾向は，来年

度の大会(北海道教育大学札幌校)へと引き継

カfれるであろう O

そして，課題研究発表では，五つの分科会が

設けられたD 具体的は 「地理学習で諸地域をど

う扱うか一新しい地誌学習の内容と方法 r生
徒みずからが考察し，表現する康史学習jr公民

教育は新しい公共性の形成とどのように関わる

のかjr社会科学習としての言語活動の充実とそ

の評価jr社会科における価値判断・意思決定の

学習Jの五つである o 2日目の午後でありなが

らもどの分科会も満杯で，内容の濃い議論が展

開された。いずれも，研究者・実践家の興味に

マッチしたものであったからであろう。

10年後の第70聞大会も，筑波大会が予定され

ている O その時には，どのような大会テーマと

なっているだろうか。いずれにせよ，今回同様，

盛会であって欲しいと顧う O

(文責:大会実行委員 唐木清志)

日本公民館学会第 9回研究大会

日本公民館学会第 9回研究大会は，平成22年

12月4日(土)・ 5El (呂)の 2日間，筑波大学大

学会館を会場に開催された。本学会は2003年5

月に発足した。会員数は約200名であり，社会

教育学研究者，公民館職員，社会教育関係行政

職員の他，建築学，地域医療・保健学，ユネス

コ等の毘際教育協力に携わる研究者，実務担当

者などが参加している D

研究大会第 i日日の午前の課題研究 Iは今年

度から取り組まれるものであり，研究テーマは

「公民館職員研究の到達点と課題を探る一専門性

論を中心として-jであった。公民館職員制度

が確立していない状況にあって，学会として公

民館長，公民館主事，その他の嘱託職員を含む

公民館関係職員をトータルに捉える公民館職員

研究の出発点として，本課題研究が設定された。

上杉孝賞会員(京都大学名誉教授)から「公

民館職員研究の到達点と課題を探る一専門性の

内容検討を柱として-j，71¥.谷正会員(三重県

公民館連絡協議会会長)から「公民館の現場が

求める職員の専門性Jの2本の報告が行われ，

指定討論者を含め論議が行われた。

第2日目午前に行なわれた課題研究立は，国

際比較研究の視点からみた公民館の再発見とい

う昨年度からの継続課題であり，公民館・ CLC

(Community Learning Centre)など地域センタ

ー型施設の現代的機能の共通性と個別性を菌際

的に比較・検討することにより，歴史=社会的

発展段階を異にする多様な地域社会における公

民館・ CLCの「世界的相互規定性jを解明する

ことを自指している O 本年度は f公民館の国際

比較研究の展望を切り拓く jというテーマで実

施された。

谷和明会員(東京外国語大学)から「公民館

の国際比較研究の課題j，柴尾智子氏((賜ユネス

コ・アジア文化センター)から「国際比較研究

の観点からj，金命貞会員(首都大学東京)か

ら「公民館研究の国際的発信jの3本の報告が
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行われ，比較窃究の方法等をめぐりフロアとの

簡で活発な議論が展開された口

第2BEl午後には，研究大会実行委員会企画

である公開シンポジウムが開催された。実行委

員会の中核を担った筑波大学生涯学習・社会教

育学研究室が中心となり，つくば市の公民館の

現状の問題点を明らかにすることを意図して

「市民活動実践者は公民舘をどうみているかjと

いうテーマを設定した。当告は，子育て支援に

関わる市民活動 (NPO法人ままとーん)，地域

医療・保健活動にかかわる市民活動(筑波大学

保健学教員)，自然環境保護に関わる市民活動

(NPO法人穴塚の自然と歴史の会)の 3本の報

告とつくば市市民部生涯学習課からつくば市の

生涯学習政策と公民館の現状の報告を受け，議

論が展開された。

その他，自由研究 5本(ポスタ一発表2件を

含む)の発表と特別報告「岡山市の公民館市長

部局移管問題が公民館に問うもの」があった。

第 1B自の総会では，大高泉人間総合科学研

究科副研究科長より歓迎のご挨拶をいただいた。

2日間の研究大会参加者数は100名であったO

(文責:大会実行委員長 手打明敏)
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